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研究組織の長からみた流動性の影響（デメリット）

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 第３期基本計画フォローアップ調査研究「科学技術人材に関する調査」

No.１４－７

流動のデメリット

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

(N=506)

国立大学 (N=224)

公立大学 (N=42)

私立大学 (N=233)

大学共同利用機関 (N=7)

独立行政法人・政府研究機関

(N=132)

公設試験場 (N=208)

財団法人・社団法人 (N=48)

優れた人材を失った

機関のノウハウが流出した

長期の研究計画が設定しにくくなった

研究テーマの継続性が失われた

教育の継続性が失われた

研究人材の組織への帰属意識が希薄になった
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優れた研究者を確保するための
組織としての取組

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 第３期基本計画フォローアップ調査研究「科学技術人材に関する調査」

No.１４－８

国内機関

3.0%

3.6%

0.0%

3.0%

13.6%

42.9%

15.8%

18.8%

14.3%

12.4%

15.9%

42.9%

5.1%

6.7%

2.4%

3.9%

6.8%

57.1%

17.0%

14.7%

28.6%

17.6%

25.0%

85.7%

1.2%

1.3%

0.0%

1.3%

0.8%

0.0%

53.2%

50.9%

54.8%

56.2%

31.8%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

大学計 (N=506)

国立大学 (N=224)

公立大学 (N=42)

私立大学 (N=233)

独立行政法人・政府研究機関

(N=132)

海外機関 (N=7)

高い給与の提示

充実した研究スペースの提示

支援人材の充当

自由度の高い研究費の提供

人材獲得サービス(ヘッドハンティング)の利用

特に取り組みはしていない



56

優れた研究者を判定するための基準
（部長、グループリーダー、教授クラス）

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 第３期基本計画フォローアップ調査研究「科学技術人材に関する調査」

No.１４－９

国内機関

64.6%

58.0%

83.3%

68.7%

35.6%

57.1%

21.9%

25.0%

14.3%

20.6%

15.9%

28.6%

4.0%

3.6%

4.8%

4.3%

2.3%

0.0%

48.8%

49.1%

57.1%

48.5%

34.1%

28.6%

25.1%

26.8%

11.9%

26.6%

46.2%

85.7%

2.6%

2.7%

2.4%

2.6%

6.1%

0.0%

7.9%

8.5%

7.1%

7.3%

10.6%

28.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

大学 (N=506)

国立大学 (N=224)

公立大学 (N=42)

私立大学 (N=233)

独立行政法人・政府研究機関

(N=132)

海外機関 (N=7)

発表論文数

論文の被引用数

特許の出願数

競争的資金の獲得実績

研究コミュニティにおける知名度

一般社会における知名度

受賞実績
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研究組織における研究人財流動による
メリット・デメリット

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 第３期基本計画フォローアップ調査研究「科学技術人材に関する調査」

No.１４－１０

国内機関

40.3%

46.9%

40.5%

33.5%

35.6%

42.9%

18.8%

17.0%

14.3%

20.6%

19.7%

71.4%

39.9%

48.7%

28.6%

33.5%

30.3%

85.7%

17.2%

21.4%

7.1%

15.0%

22.7%

57.1%

3.0%

4.0%

4.8%

1.7%

6.8%

28.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

大学 (N=506)

国立大学 (N=224)

公立大学 (N=42)

私立大学 (N=233)

独立行政法人・政府研究機関

(N=132)

海外機関 (N=7)

優れた人材を確保できた

現在所属する研究人材のやる気を引き出せ

た

新しい研究分野を開拓できた

新しい文化を取り入れることができた

業績が振るわない研究者の転出が促進され

た(周囲に流動化するポストができた
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移動経験と論文生産性

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 第３期基本計画フォローアップ調査研究「科学技術人材に関する調査」

No.１４－１１

0

2

4

6

8

10

12

35‐44歳
( N0=954, 
N1=1,574 )

45‐54歳
( N0=690, 
N1=1,394 )

55‐64歳
( N0=300, 
N1=648 )

35‐44歳
( N0=1,054, 
N1=1,763 )

45‐54歳
( N0=725, 
N1=1,487 )

55‐64歳
( N0=336, 
N1=721 )

全分野 (移動経験なし) 全分野 (移動経験あり)

日本語論文

英語論文

回答者現在年齢

論文数
移動経験の有無および年齢層別最近3年間の平均発表論文数※

N0:移動経験がない回答者数
N1:移動経験がある回答者数

※論文は「査読付きの
学術論文」と指定した。
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「自校出身者」の状況No.１４－１２

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 第３期基本計画フォローアップ調査研究「科学技術人材に関する調査」

6.5%

12.5%

3.4%

7.9%

3.4%

6.5%

4.3%

2.0%

3.6%

2.2%

2.5%

1.6%

2.3%

0.8%

1.0%

19.8%

35.6%

17.7%

32.5%

4.8%

18.2%

14.5%

11.2%

17.5%

9.1%

20.2%

5.0%

30.2%

22.7%

24.2%

20.1%

45.2%

31.8%

44.1%

37.5%

52.4%

52.3%

41.9%

54.8%

8.9%

7.4%

12.4%

22.5%

3.2%

1.1%

12.1%

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 ( N=1,824 )

大規模大学 ( N=497 )

中規模病院有大学
( N=322 )

医科大学 ( N=40 )

中規模病院無大学
( N=63 )

理工系中心大学
( N=88 )

公立大学
( N=124 )

私立大学 ( N=690 )

年齢層 : 35 ～ 44 歳(1964 ～ 1973 生まれ )

6.8%

14.9%

1.2%

12.8%

5.7%

2.5%

5.7%

3.7%

1.8%

10.8%

27.7%

8.5%

10.0%

5.1%

7.0%

5.7%

17.5%

7.8%

15.9%

30.0%

20.0%

15.4%

11.6%

23.3%

58.0%

39.0%

67.1%

50.0%

76.7%

66.7%

74.4%

59.4%

4.3%

5.0%

3.7%

10.0%

3.3%

0.0%

7.0%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 ( N=628 )

大規模大学 ( N=141 )

中規模病院有大学
( N=82 )

医科大学 ( N=10 )

中規模病院無大学
( N=30 )

理工系中心大学
( N=39 )

文科系・教育大学
( N=0 )

公立大学 ( N=43 )

年齢層: 55 ～64 歳(1944 ～1953 生まれ)

現所属大学で学士～博士を取得・一度も移動の経験がない

現所属大学で博士を取得・一度も移動の経験がない

現所属大学で博士を取得・移動の経験あり

他の大学で博士を取得・採用後移動の経験なし

他の大学で博士を取得・移動の経験あり

その他
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「自校出身者」の状況と論文生産性②No.１４－１３

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 第３期基本計画フォローアップ調査研究「科学技術人材に関する調査」

2.8 

4.8  5.0 

9.0 

11.1 

13.0 

2.1 

3.7  3.7 

7.1 
6.5 

13.6 

2.2 

4.3 
3.6 

7.3 

10.2  10.4 

1.7 
2.6 

3.0 

6.1  6.4 

5.2 

1.8 

3.0 
3.8 

7.2 

10.3 

11.2 

0 

2 

4 

6 

8 

10 

12 

14 

16 

35‐44歳 45‐54歳 55‐64歳 35‐44歳 45‐54歳 55‐64歳

自校・他校出身タイプ別の論文生産（最近３年の査読付）

自校 I 型 自校 II 型 自校 III 型 他校 I 型 他校 II 型

日本語論文

英語論文

自校出身者が論文生産性で劣るということはない

英語論文についてはむしろ生産性が高い（自校 I 型）
生産性が比較的低いのは、自校II型、他校I型である
（移動しないから生産性が低い、または生産性が低いから移動できない）

※ 自校I型：現所属大学で学士～博士を取得後、一度も移動経験がない

自校II型：現所属大学で博士を取得後、一度も移動経験がない

自校III型：現所属大学で博士を取得後、移動の経験がある

他校I型：他の大学で博士を取得、採用後一度も移動経験がない

他校II型：他の大学で博士を取得、採用後移動の経験がある
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・女性研究者を活用できていない（指導者にならない、出産
等による退職等）。【米欧】

・女性をとりまく労働環境等の悪さから、日本での研究を敬
遠する女性がいる。【アジア】

出典：文部科学省科学技術政策研究所「内外研究者へのインタビュー調査」

外国の女性研究者からの指摘No.１５
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（１）移動回数

性別・民間企業等経験有無別 回答者割合（移動経験のある者のうち）

19.2%

15.3%

80.8%

84.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 ( N=4,701 )

女性 ( N=672 )

企業経験あり 企業経験なし

（２）民間企業の経験の有無
男性の方がやや企業経験者が多い。

性別・専門分野別 回答者割合（民間企業経験者）

18.3%

19.4%

49.2%

20.4%

11.3%

25.2%

8.5%

10.7%

11.9%

19.4% 4.9%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 ( N=902 )

女性 ( N=103 )

理学 工学 医学 農学 複合領域 その他

（３）民間企業経験ある研究者の専門分野

（回答者の分野構成を反映している可能性が大きい）

女性研究者の流動性①No.１６ー１

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 第３期基本計画フォ
ローアップ調査研究「科学技術人材に関する調査」

○調査の方法
国内の研究機関（大学、独立行政法人、公設試験場、
財団・社団法人）に在籍する研究者へのWebアンケー
ト調査（機関の人事担当者に人選を依頼）
○回答者数

9369人（男性 7782、女性 1209）

性別・移動経験回数別 回答者割合

38.2%

41.9%

35.0%

30.9%

14.9%

13.9%

6.3%

5.7%

4.1%

5.0%2.5%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 ( N=7,782 )

女性 ( N=1,209 )

0 回 1 回 2 回 3 回 4 回以上 不明
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性別・企業等転出年齢層別 回答者割合

60.2%

82.5%

23.6%

18.4%

14.4%

5.8%

4.3%

1.0%

0.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

男性 ( N=902 )

女性 ( N=103 )

～34歳

35～44歳

45～54歳

55～64歳

65歳～

（４）民間企業からの転出時の年齢

（５）民間企業からの転出先

性別・企業転出後の所属機関別 回答者割合

17.0%

15.5%

16.5%

16.5%

4.4%

4.9%

30.7%

28.2%

7.9%

8.7%

1.9%

3.9%

7.9%

14.6%

17.0%

17.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

男性 ( N=902 )

女性 ( N=103 )

国立大学（大規模）

国立大学（大規模以外）

公立大学

私立大学

独立行政法人・政府研究
機関

海外

民間企業

その他

女性研究者の流動性②No.１６ー２

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 第３期基本計画フォ
ローアップ調査研究「科学技術人材に関する調査」
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優れた女性研究者を輩出する
システムの確立と波及

○ 大学等における出産・育児と研究の両立や男女共同参
画に関する相談体制（カウンセラーの配置など）

○ 出産・育児期間中の業務負担を軽減するためのシステ
ム作り（柔軟な勤務態勢の工夫など）

○ 育児の状況等に応じて、フルタイムでなく、パートタ
イムで働ける環境の整備（研究支援者の配置など）

○ 女性理工系学生が研究者の道にチャレンジすることを
促進する施策（若手女性研究者との交流の場の設置、女
性理工系学生向けのキャリアパス相談の充実化等）

○ 研究組織の幹部、研究者等を対象とした女性研究者の
採用、昇進等に関する意識啓発のための活動

支援ニーズに対する取組例

公募により、各機関のモデルとなる優れた取組を支援。
３年の支援終了後は各機関において独自に予算措置。

＜選定に当たっての要件＞

◇ 女性研究者等のニーズを踏まえた支援内容か
◇ 女性研究者をとりまく研究環境の改善が見込め
るか
◇ 他の研究機関に波及し得る先導的なモデルとな
るか
◇ 女性研究者支援における取組みの現状・実績
◇ 実施期間終了後における取組みの継続性
等

女性研究者支援モデル育成

○目 的： 女性研究者がその能力を最大限発揮できるようにするため、大学や公的研究機関を対象として研究環境の整
備や意識改革など、女性研究者が研究と出産・育児等を両立し、その能力を十分に発揮しつつ研究活動を行え
る仕組みを構築するモデルとなる優れた取組を支援する。

○対象機関： 大学、大学共同利用機関、国立試験研究機関及び独立行政法人
（自然科学全般又は自然科学と人文・社会科学との融合領域を対象に研究を行っていること）

○実施期間： 原則３年間
○実施規模： 原則年間５千万円（間接経費を含む）を上限、１２課題程度選定

期待される女性研究者の採用目標の達成の前提として、
研究環境整備のみならず意識改革の着実な実施が必要。

「女性研究者がその能力を最大限に発揮できるよ
うにするため、男女共同参画の観点も踏まえ、競
争的資金等の受給において出産・育児等に伴う一
定期間の中断や期間延長を認めるなど、研究と出
産・育児等の両立に配慮した措置を拡充する。大
学や公的研究機関等においては、次世代育成支援
対策推進法に基づき策定・実施する行動計画に、
研究と出産・育児等の両立支援を規定し、環境整
備のみならず意識改革を含めた取組を着実に実施
することが求められる。国は、他のモデルとなる
ような取組を行う研究機関に対する支援等を行
う。」（第３期科学技術基本計画より）

No.１７－１
平成21年度配分予定額：1,750百万円




